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物価の財とサービス分類においては全

体の内、米国では医療費を除いたサービ

スは約 55％になっており、日本ではサー

ビスは約 51％を占める。このように、サ

ービスは CPI の中で大きな割合を占める。

日本では過去 20年近く長期に渡り、一時

期を除いて、消費者物価（CPI）がほぼ持

続的に下落する状況（デフレ）が続いて

きた。サービス価格は大きな割合を占め

るのでデフレ脱却の鍵となり得る。以下

では日銀のデフレ脱却の政策について考

えてみたい。 

 

日米比較 

CPI の前年比のグラフを比べてみると

米国と日本ではサービス価格の推移に明

らかな違いがあることが分かる。サービ

ス価格は日米で1993年に 1％程の差の水

準にあるのだが、その後、日本のサービ

ス価格は急速に下落している。これは、

サービス価格が日本のデフレの一因であ

ったことを示している。それに対し、米

国では、サービス価格

が 2010 年に落ち込ん

だものの、リーマンシ

ョックにより、CPI が

マイナスになった時

であっても、マイナス

になることはなかっ

た。サービス価格の差

異が日米の CPI の差

異を説明する一つの

要素であることは明

らかである。サービス価格は非製造業の

賃金の動きを反映しやすい。米国のサー

ビス価格が下がらなかった理由として、

賃金が日本より下がらなかったことが考

えられる。そこには、インフレ期待の水

準の日本との違いが原因にあると考えら

れる。インフレが予想される場合には労

働者が実質賃金の低下を予想するため、

賃金上昇交渉を通じて賃金に上向きの圧

力がかかる。黒田総裁は期待物価上昇率

が上がることがデフレ脱却の鍵の一つだ

としている。期待物価上昇率が上がる事

はサービス価格の上昇につながる可能性

が高いということに留意したい。 

 

アベノミクスで期待される賃上げ 

デフレ脱却の鍵となる賃金について、

政府は賃金引き上げの環境整備のため、

アベノミクスによる円高是正・資産価格

上昇での企業収益回復と労働市場改革を

進めており、今後の企業の対応が注目さ

れる。 

連載 

 物価 古今東西 第 2 回 
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